
＜公募内容＞
【検討段階の自治体向け】
（１） 都道府県・市町村の役割分担に係る調査研究
【具体的に設置を目指す自治体向け】
（２） 夜間中学新設準備に係る調査研究
【夜間中学を設置する自治体向け】
（３） 既存夜間中学の教育機会の提供拡充に係る調査研究

＜公募情報掲載場所＞ http://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/index.htm
文部科学省のホームページから「トップ > 会見・報道・お知らせ > 公募情報 > 教育・スポーツ
関連事業」の順でアクセスしてください。

＜スケジュール＞
平成３０年 ９月１２日（水） 「企画提案書」提出〆切

９月下旬 審査結果通知
９月下旬以降 「事業計画書」提出
１０月以降随時 委託契約⇒事業着手

平成３１年 ３月１５日（金） 「事業完了報告書」提出〆切

平成３０年度「夜間中学の設置推進・充実事業」第２次公募の実施について

当該委託事業の第２次公募を平成３０年８月１日（水）から開始

（別添５）



○ 義務教育未修了者等が１２万人以上存在する実態。 → 夜間中学は全国に31校（生徒数1,687名）に止まる。

○ 平成２８年１２月に、「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律（教育
機会確保法）」が成立。
教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進するため、基本理念が定められ、国及び地方公共団体の責務が明確化。全ての

地方公共団体に夜間中学における就学機会の提供等の措置を講ずることが義務付けられる。

○ 平成２９年３月に、教育機会確保法第７条に基づき基本指針を策定。

平成３０年度予算額 ３６百万円
（平成２９年度予算額 ２０百万円）

＜多様な生徒の受け入れ＞

既存夜間中学の教育機会の提供拡充に係る調査研究
約１４百万円（１か所あたり約５５万円）

義務教育未修了者に加えて、外国籍の者、入学希望既卒者
など多様な生徒の受入れ拡大を図るために必要な環境整備

の在り方を検証。 【拡充】

＜設置の促進＞

都道府県・市町村の役割分担に係る調査研究
約４百万円（１か所あたり約５０万円）

教育機会確保法第１５条に基づく協議会の設置・活
用を促進するため、都道府県において就学機会提供に
係る役割分担の在り方を検証。 【新規】

夜間中学新設準備に係る調査研究
約１３百万円（１か所あたり約２５０万円）

夜間中学新設準備に伴うニーズの把握や設置に向
けた準備の在り方を都道府県又は市町村において検
証。

＜既設の夜間中学等における教育機会の確保＞

必要な日本語指導を充実するため夜間中学に携わ
る教職員に向けた研修を実施。 【新規】

＜広報活動＞
教育機会確保法の趣旨や基本指針の内容、夜間中学の活
動等を周知するための説明会の開催や、夜間中学を周知す
るポスターを作成・配布等し、国民の理解を増進。 【拡充】

＜夜間中学の設置促進、夜間中学における多様な生徒の受け入れ拡大＞

教育機会確保法、基本指針を踏まえた施策の総合的な推進

夜間中学における就学機会の提供推進

（取組例）
●生徒の学習歴や習熟度に応じて自主教材の作成などを行う「夜中専門員」の配置
●受入れ生徒の拡大を図るための検討 など


